
ていきます。とは言いつつも、GDPについては、紙幅を埋める
ための定番ネタという大人の事情も理解しておく必要があるか
もしれません。

その文理融合により発展が期待される情報分野において基礎
情報学が科目として定着しつつあります。情報工学を補完する
基礎情報学のオートポイエーシス概念注３は、人間と機械を色分
けする手掛かりとなるとの論考もあり注４、今後の技術発展の視
座のひとつになると考えられます。

自律システムと階層的な性質を踏まえた観察アプローチなど
を通じて社会の在り方を探求する分野ですが、有機的に連携関
係が創成されたオートポイエーシスにつき識別化・定量化して
データ活用することなどは、AI受容性が高く技術偏見の少ない
日本にもなじみやすく、豊かさの探求の観点で優位性を発揮で
きるテーマかもしれません。

情報学に隣接する内容を本稿で時折触れてきました。既存の
数値基準に縛られず、新たな価値を見出す芽吹きが数

あま

多
た

生まれ
る春を迎え、豊かな社会を目指せる土壌が広がることを祈念し
て、筆を置きたいと思います。

� 専務理事　東 浩
注１：総務省,「情報通信白書平成28年版」 本編第１部第１章第４節（３）
	� https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h28/html/

nc114130.html
注２：�教育未来創造会議,「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方につい

て（第一次提言）」 本文p16以降
	 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kyouikumirai/teigen.html
注３：�西垣通,「生命と機械をつなぐ知―基礎情報学入門」（京都芸術大学 東北芸術

工科大学 出版局 藝術学舎, 2022）における、平易な表現での既刊の基本書の
内容に係る解説を参考とした。

注４：�河島茂生,「AI社会における「人間中心」なるものの位置づけ」,情報システム
学会誌 Vol. 14, No. 2, pp21-28

	 https://www.jstage.jst.go.jp/article/jissj/14/2/14_21/_pdf/-char/ja

春の訪れを告げる行事に、「お水取り」と呼ばれる奈良・東
大寺の修二会がございます。二月堂から火の粉が飛ぶ映像でク
ライマックスを語られることが多いですが、堂外の作法が終わ
り、人々が帰った後の静寂に「氷の僧の沓の音」が響く時間が
本来の儀式の核心であったりします。芭蕉は寒さを詠んだわけ
ではないようですが、深夜は相応に寒かったと思われます。
2024年初頭の冬は各方面で温暖化の現象が取り上げられ、観測
史上最高の気温を記録したような暖冬であり、音の風景も変わ
りつつあります。

温暖化については、2024年の選挙を経た各国・各地域の新
政権の重点政策次第で、脱化石燃料に係る2025年以降の政治
上の通説が変わるかもしれませんが、本来はデータ収集や客観
的分析が基礎になります。数値化で、あらためて考えさせられ
たのが、名目GDPで日本がドイツに抜かれて４位になった報道
です。国内株価は30年ぶりの高値の中、デフレ、国内消費低迷、
生産性、さまざまな要因の指摘で結果を巡って盛り上がる状況
に違和感がございました。

指標のあり方については、従前よりGDPに代わる「豊かさの
指標」を模索する議論は各所で継続されており注１、今回の順位
変化に触れるに際して、「GDPがすべてではない」と嘯

うそぶ

くことは
あっても、敗因探しをするのは健全な議論ではない気がいたし
ます。陳腐な表現ですが、制度は日々変容していきます。例え
ば今後10年で文系理系の壁は希薄化される傾向にあり注２、比較
論が成り立たなくなるように、過去のモノサシは、無用化され

萌芽の探索
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